
田原市放課後児童クラブ運営事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保護者が労働等により昼間家庭にいない児童の健全な育成を図

るため、児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。)第６条の３

第２項に規定する放課後児童健全育成事業（以下「放課後児童クラブ」という。）

を実施する者に対し、予算の範囲内で運営に要する経費に対して補助金を交付する

ことについて、田原市補助金交付要綱（昭和５１年４月１日施行。以下「市補助要

綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、放課後児童クラブを実施する者（以下「事業者」とい

う。）とは、田原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成２６年田原市条例第２０号。以下「条例」という。）の基準を満たし、

田原市放課後児童健全育成事業の届出等に関する規則（令和３年田原市規則第３９

号）第３条第１項に基づき、放課後児童クラブの開始を田原市長（以下「市長」と

いう。）に届け出た者をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、法人格を有し、前条に規定する届出を行っ

た者とする。ただし、スポーツクラブ、習い事その他公共性に欠ける事業を主とし

て実施するもの及び企業等の従業員の福利厚生等を目的に行われるものは対象とし

ない。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に

掲げるとおりとする。 

(1) 子ども・子育て支援交付金交付要綱（「子ども・子育て支援交付金の交付につ

いて」（令和５年９月７日付けこ成事第４８１号こども家庭庁長官通知）別紙。

以下「国交付要綱」という。）第３条第５号に規定する放課後児童健全育成事業

のうち、国交付要綱別紙に掲げる次の事業 



ア 放課後児童健全育成事業（年間開所日数２５０日以上の放課後児童健全育成

事業所） 

イ 放課後児童クラブ支援事業（放課後児童クラブ送迎支援事業） 

ウ 放課後児童支援員等処遇改善事業（月額９,０００円相当賃金改善） 

(2) 保護者利用料減額特別加算事業 

(3) 保育環境改善等事業（安全対策事業）

（補助対象経費等） 

第５条 補助対象事業ごとの補助基準額及び補助の対象となる経費（以下「補助対象

経費」という。）は、別表第１、別表第２及び別表第３に掲げるとおりとする。 

２ 補助金の額は、補助対象事業ごとに次のとおりとする。 

(1) 放課後児童健全育成事業（年間開所日数２５０日以上の放課後児童健全育成事

業所） 別表第１の該当する補助基準額の合計額と補助対象経費の支出額から保

護者利用料その他の収入額を控除した額を比較して少ない方の額 

(2) 放課後児童クラブ支援事業（放課後児童クラブ送迎支援事業） 別表第１の補

助基準額と補助対象経費を比較して少ない方の額 

(3) 放課後児童支援員等処遇改善事業（月額９,０００円相当賃金改善） 別表第１

の補助基準額と補助対象経費を比較して少ない方の額 

(4) 保護者利用料減額特別加算事業 別表第２の補助基準額と補助対象経費を比較

して少ない方の額 

(5) 保育環境改善等事業（安全対策事業） 別表第３の補助基準額と補助対象経費

を比較して少ない方の額 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、田原市放

課後児童クラブ運営補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

(1) 事業実施計画書（様式第２号） 

(2) 放課後児童クラブ運営事業補助金所要額調書（様式第３号） 

(3) 事業運営予定表（様式第４号） 

(4) 登録児童名簿（様式第５号） 



(5) 賃金改善計画書（様式第６号） 

(6) 会計収支予算書（様式第７号） 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 次の各号に掲げる補助対象事業の補助金の交付を受けようとする場合は、当該各

号に掲げる書類を前項の書類と併せて提出しなければならない。 

(1) 保護者利用料減額特別加算事業 保護者利用料減額特別加算事業対象児童名簿

（様式第８号） 

(2) 保育環境改善等事業（安全対策事業） 保育環境改善等事業（安全対策事業）

計画書（様式第９号） 

 （交付決定及び通知） 

第７条 市長は、前条の規定による申請書の提出があった場合は、その内容を審査

し、必要に応じて調査等を行い、補助金の交付を適当と認めたときは、その旨を申

請者に田原市放課後児童クラブ運営事業補助金交付決定通知書（様式第１０号）に

より、不適当と認めたときは、申請者に田原市児童クラブ運営補助金交付却下通知

書（様式第１１号）により通知するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付の目的を達成するため必要があるときは、条件を付するこ

とができる。 

 （補助事業の変更等） 

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は、補助事業の内容の変更又は中止若しくは廃止をしようとする場合は、速

やかに田原市放課後児童クラブ運営事業補助金変更等申請書（様式第１２号）を市

長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、補助金の交付を取り消

し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。 

 （変更等の決定の通知） 

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消し、又はその決定の

内容を変更したときは、田原市放課後児童クラブ運営事業補助金変更等決定通知書

（様式第１３号）により補助事業者に通知するものとする。 

（概算払） 



第１０条 市長は、補助事業の実施に必要と認めた場合は、田原市児童クラブ運営事

業補助金概算払請求書（様式第１４号）に基づいて、補助交付決定額の７割を５月

末日までに、２割を１０月に概算により補助事業者に交付することができる。

（実績報告書の提出） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、田原市放課後児童クラブ運営

事業補助金実績報告書（様式第１５号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出し

なければならない。 

 (1) 事業実施報告書（様式第１６号） 

(2) 放課後児童クラブ運営事業補助金精算書（様式第１７号） 

(3) 事業運営報告書（様式第１８号） 

(4) 途中入会・退会児童名簿（様式第１９号） 

(5) 賃金改善実績報告書（様式第２０号） 

(6) 会計収支精算報告書（様式第２１号） 

(7) 経費の支出を証明する書類等の写し 

(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 次の各号に掲げる補助対象事業を実施した場合は、当該各号に掲げる書類を前項

の書類に併せて提出しなければならない。 

(1) 保護者利用料減額特別加算事業 保護者利用料減額特別加算事業対象児童名簿

（様式第２２号） 

(2)  保育環境改善等事業（安全対策事業） 保育環境改善等事業（安全対策事

業）報告書（様式第２３号） 

 （補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定による報告書の提出があったときは、その内容を審査

し、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容に適合すると認めたときは、交付

すべき補助金の額を確定し、田原市放課後児童クラブ運営補助金確定通知書（様式

第２４号）により補助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の交付） 

第１３条 補助事業者は、前条の通知書を受領したときは、速やかに田原市放課後児

童クラブ運営補助金請求書（様式第２５号）を市長に提出するものとする。 



２ 市長は、前項の請求書の受領後３０日以内に補助金を補助事業者に支払うものと

する。 

 （交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補

助金の交付の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部を返還

させることができる。 

 (1) 法令、例規、本要綱及び補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。 

 (2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

 (3) 補助金の運用又は補助事業の執行方法が不適当と認められるとき。 

 (4) 実支出額が補助対象経費に比べて減少したとき。 

 (5) 市長の承認を受けないで、補助事業の内容を変更し、又は補助事業を中止し、

若しくは廃止したとき。 

 (6) 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の交付に関し不正の行為があった

とき。 

 （遅延利息） 

第１５条 補助事業者は、前条の規定による処分により補助金の返還を命じられ、こ

れを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に

応じ、その未納額につき年１４.６％の割合で計算した遅延利息を納付しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の場合においてやむを得ない事業があると認めた場合は、遅延利息

の全部又は一部を免除することができる。 

（必要な指示等） 

第１６条 市長は、補助事業者に対して、補助事業に関して必要な指示をし、報告を

求め、又は検査をすることができる。 

（帳簿等の保管） 

第１７条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び証拠書類を整理し、当該補助対象

事業完了の日の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 



附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１４条か

ら第１７条までの規定については、同日後もなおその効力を有する。 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年１２月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の第４条第１項第１号ウの規定は、令和４年１０月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、

令和７年３月３１日から施行する。 



別表第１（第５条関係） 

事業区分 補助基準額 補助対象経費 

放課後児童健全

育成事業(年間

開所日数２５０

日以上の放課後

児童健全育成事

業所) 

①原則、放課後児童健全育成事業の設備及び運営

に関する基準（平成 26 年厚生労働省令第 63

号。以下「設備運営基準」という。）どおり放

課後児童支援員（常勤職員に限る。）を２名以

上配置した場合 

※ 常勤職員とは、法定労働時間の範囲内におい

て、原則として放課後児童健全育成事業を行う場所

（以下「放課後児童健全育成事業所」という。）ご

とに定める運営規程に記載されている「開所してい

る日及び時間」のすべてを、年間を通じて専ら育成

支援の業務に従事している職員をいう。 

１ 基本額（１支援の単位当たり年額） 

(1) 構成する児童の数が１０人から１９人の支

援の単位 

４,３１３,０００円－（１９人－支援の単位

を構成する児童の数）×２９,０００円 

(2) 構成する児童の数が２０人から３５人の支

援の単位 

６,５５２,０００円－（３６人－支援の単位

を構成する児童の数）×２６,０００円 

(3) 構成する児童の数が３６人から４５人の支

援の単位 

６,５５２,０００円 

(4) 構成する児童の数が４６人から７０人の支

援の単位 

６,５５２,０００円－（支援の単位を構成す

る児童の数－４５人）×７５,０００円 

「放課後児童

健全育成事

業」の実施に

ついて（令和

５年４月１２

日付けこ成環

第５号こども

家庭庁育成局

長通知）の別

紙の放課後児

童健全育成事

業実施要綱

（以下「国実

施要綱」とい

う。）の別添

１の放課後児

童健全育成事

業の実施に必

要な経費（飲

食物を除

く。） 



(5) 構成する児童の数が７１人以上の支援の単位 

４,６０１,０００円 

２ 開所日数加算額（１支援の単位当たり年額） 

１日８時間以上開所する場合 

（年間開所日数－２５０日）×２６,０００円 

３ 長時間開所加算額（１支援の単位当たり年

額） 

(1) 平日分（1日 6時間を超え、かつ 18 時を

超えて開所する場合） 

「1日 6時間を超え、かつ 18 時を超える時

間」の年間平均時間数×６７１,０００ 円 

(2) 長期休暇等分（1日 8時間を超えて開所す

る場合） 

「１日８時間を超える時間」の年間平均時間

（小数点第３位切捨）×３０２,０００円 

②設備運営基準に基づく放課後児童支援員１名の

み配置した場合 

１ 基本額（１支援の単位当たり年額） 

(1) 構成する児童の数が１０人から１９人の支

援の単位 

２,６２９,０００円－（１９人－支援の単位

を構成する児童の数）×２９,０００円 

(2) 構成する児童の数が２０人から３５人の支

援の単位 

４,８６８,０００円－（３６人－支援の単位

を構成する児童の数）×２６,０００円 



(3) 構成する児童の数が３６人から４５人の支

援の単位 

４,８６８,０００円 

(4) 構成する児童の数が４６人から７０人の支

援の単位 

４,６８６,０００円－（支援の単位を構成す

る児童の数－４５人）×７５,０００円 

(5) 構成する児童の数が７１人以上の支援の単

位 

２,９１７,０００円 

２ 開所日数加算額（１支援の単位当たり年額） 

１日８時間以上開所する場合 

（年間開所日数－２５０日）×２０,０００円 

３ 長時間開所加算額（１支援の単位当たり年

額） 

(1) 平日分（１日６時間を超え、かつ１８時を

超えて開所する場合） 

「１日６時間を超え、かつ１８時を超える時

間」の年間平均時間数×４２１,０００ 円 

(2) 長期休暇等分（１日８時間を超えて開所す

る場合） 

「１日８時間を超える時間」の年間平均時間

（小数点第３位切捨）×１９０,０００円 

※ 放課後児童支援員には、設備運営基準第１０条

第３項各号のいずれかに該当する者であって、同

条同項に規定する都道府県等が行う研修の修了を

予定している者（職員の研修計画を定めた上で、



放課後児童支援員としての業務に従事することと

なってから２年以内に研修を修了することを予定

している者（以下「研修修了予定者」とい

う。））を含む。なお、研修修了予定者について

も、要件を満たす者は常勤職員に含めることとす

る。 

放課後児童クラ

ブ支援事業（放

課後児童クラブ

送迎支援事業） 

１支援の単位当たり年額 ５３６,０００円 国実施要綱の

別添５の放課

後児童クラブ

支援事業（放

課後児童クラ

ブ送迎支援事

業）の実施に

必要な経費 

放課後児童支援

員等処遇改善事

業（月額９,０

００円相当賃金

改善） 

放課後児童支援員等処遇改善事業（月額９,００

０円相当賃金改善） 

支援の単位ごとに次により算出された額の合計額

１１,０００円×賃金改善対象者数（※）×事業

実施月数 

※ 「賃金改善対象者数」とは、賃金改善を行う

非常勤職員数に、１ヶ月当たりの勤務時間数を

就業規則等で定めた常勤の１ヶ月当たりの勤務

時間数で除した非常勤職員数（常勤換算）を加

えたものをいう。当該年度において、賃金改善

が行われている又は賃金改善を行う見込みの職

員数により算出すること。 

  ただし、新規採用等により、賃金改善対象者

数の増加が見込まれる場合には、適宜賃金改善

対象者数に反映し、算出すること。 

国実施要綱の

別添１３の放

課後児童支援

員等処遇改善

事業（月額 

９,０００円相

当賃金改善）

の実施に必要

な経費 



  なお、補助基準単価には、当該賃金改善に伴

い増加する法定福利費等の事業主負担分を含ん

でいる。 

備考 

１ 「支援の単位」とは、条例第１１条第４項に規定する単位をいう。 

２ 補助基準額が年額で定められている場合において、補助対象事業の実施月数

（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とする。）が１２月に満た

ない場合には、各基準額ごとに算定された金額に「補助対象事業の実施月数÷

１２」を乗じた額（１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とす

る。 

別表第２（第５条関係） 

事業区分 補助基準額 補助対象経費 

保護者利

用料減額

特別加算

事業 

田原市放課後児童健全育成事業実施

要綱（以下「市実施要綱」という。）

第１７条第２項に定める額に放課後

児童クラブ利用児童の延べ月数を乗

じた額 

※補助事業者が市実施要綱第１７条

第２項に規定する額を超えて減額し、

又は免除した額は、補助の対象としな

い。 

１から３までの合計額 

１ 市実施要綱第１８条第１項第１

号及び第２号に規定する月額利用

料の免除額に免除対象児童の延べ

月数を乗じた額 

２ 市実施要領第１７条第３項に規

定する月額利用料を減額した額に

減額対象児童の延べ月数を乗じた

額 

３ 市実施要領第１７条第３項に規

定する月額利用料を免除した額に

免除対象児童の延べ月数を乗じた

額 

別表第３（第５条関係） 

事業区分 補助基準額 補助対象経費 



保育環境

改善等事

業（安全

対策事

業） 

送迎用バス１台あたり８８，０００

円以内 

保育環境改善等事業（安全対策事

業）を実施するために必要な装置・

機器の購入費（装置・機器の運搬

費、装置・機器の設置・据え付け

費、工事費を含む） 


